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第 2章
北朝鮮核問題における非核化と軍備管理

─政策転換論の含意と日本の対応

戸﨑　洋史

はじめに

第 2次トランプ（Donald Trump）米政権発足直後の 2025年 2月に開催された日

米首脳会談および日米韓外相会合で、「北朝鮮の完全な非核化に対する確固たるコミッ

トメントを再確認した」1ことがそれぞれの共同声明に明記された。同年 10月末の

米韓首脳会談に関する共同ファクト・シートでも、「両首脳は、北朝鮮の完全な非核化、

および朝鮮半島の平和と安定へのコミットメントを再確認し、2018年米朝シンガポー

ル首脳会談共同声明の実施に向けて協力することを約束した」2と記された。他方で、
2025年 12月に公表された米国の「国家安全保障戦略（NSS）」には、「非核化」のみ

ならず北朝鮮問題への言及もなかった 3。また、トランプ大統領は北朝鮮を「核保有

国（nuclear power/nation）」と称しつつ、金正恩総書記との対話の再開に関心を示し

てきた。同年 9月には金正恩（Kim Jong Un）総書記と前提条件なしに対話する意向

を示し、10月にも韓国で開催されたアジア太平洋経済協力（APEC）首脳会議の機

会を捉えて、「彼が会いたいと言うなら」その可能性はあるとし、「彼らが核保有国と

して認められなければならないと言うのであれば、彼らは大量の核兵器を持っている。

そう述べておこう」4とも発言した。

これに対して、北朝鮮は 2025年 2月の外務省報道官声明で、「米国は時代遅れで

不条理な『非核化』計画を推進しており、これは現代社会の観点から見ても、現実

的にも概念的にもますます不可能で実行不可能になりつつある。……我々は米国の

行動を最も断固とした口調で非難し、拒絶する」5とした。7月には金与正（Kim Yo 
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Jong）朝鮮労働党中央委員会副部長が、「北朝鮮が核兵器国（nuclear weapons state）

として不可逆的な地位にあるとの認識と、その能力および地政学的環境が根本的に変

化したとの厳然たる事実こそが、将来のあらゆる事象を予測し考察する上での前提条

件であるべきだ」としたうえで、「核兵器国としての地位を否定するいかなる試みも

…徹底的に拒否されるであろう」と述べた 6。さらに、9月の最高人民会議では、金

正恩総書記が演説で、「敵対国との交渉を一切行わない。ましてや制裁の解除に固執し、

敵対国と何かを交換するような交渉など、絶対にありえない」と述べつつ、「米国が

他国の非核化という不条理な追求から脱却し、現実を認識したうえで我々との真の平

和的共存を望むならば、米国と向き合うことを拒む理由はない」とも発言した 7。

こうしたなかで注視されてきたのが、トランプ政権の動向である。トランプ大統領

は就任直後からロシアによるウクライナ侵略やイスラエルのガザ侵攻といった事態に

積極的に「関与」し、2025年 9月の国連総会では「7つの終わりなき戦争を終わらせた」

と述べて成果を誇示する一方で、本稿執筆時点では北朝鮮問題への具体的な政策を示

しておらず、上述の NSSからもこの問題への優先度の低さが窺える。しかしながら、

他の優先課題の動向によっては、あるいは「成果」に近いとみれば、北朝鮮問題への

関与を強めていくかもしれない。そして、トランプ大統領の外交・安全保障政策は、

米国がこれまで重視してきた同盟関係、制度的拘束、規範的連続性といった伝統的枠

組みではなく、二国間での取引的（transactional）アプローチに多分に依拠してきた。

これが北朝鮮問題にも適用されれば、トランプ政権が非核化の追求から、北朝鮮の核

兵器保有を事実上容認した上で軍備管理の合意を目指すとの政策転換を図る可能性は

排除できない。

北朝鮮との核軍備管理論は、第 2次トランプ政権発足前から、特に米国の専門家を

中心に論じられてきた。本章では、第一に、北朝鮮核問題をめぐる状況を 2025年の

動向を中心に概観したうえで、第二に北朝鮮との軍備管理論と、これが現実的な選択

肢として議論されてきた要因を分析し、第三にその軍備管理論に対する批判を概観す

る。第四に、日本が留意すべき今後の動向を検討し、最後に日本の対応について考察

する。
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1．北朝鮮核問題をめぐる動向

（1）核戦力・態勢の強化
北朝鮮核問題をめぐる状況は、北朝鮮に有利な方向へと展開しつつある。第一に、

北朝鮮は核・ミサイル能力の積極的な増強を続けてきた。ストックホルム国際平和研

究所（SIPRI）は 2025年 1月時点で、北朝鮮が 50発の核弾頭を保有し、兵器用核分

裂性物質も全体で核弾頭 90発分にのぼると推計した 8。

核兵器の運搬手段である各種ミサイルの開発・配備の動向については、たとえば
2025年 9月には、金正恩総書記がミサイル総局傘下の研究施設を訪問し、火星 19─
2024年 10月の発射実験の際に大陸間弾道ミサイル（ICBM）の「最終完成版」だとし

た 9─および次世代型 ICBMの火星 20に搭載予定の固体燃料エンジンを視察した 10。 
8月には、北朝鮮が平安北道新豊洞に ICBMを発射可能な新たなミサイル基地を建

設していると報じられた。このミサイル基地には、ICBM6～ 9基と輸送起立発射機

（TEL）が配備され、「危機や有事には、これらの発射装置とミサイルが基地から離れ、

専用の弾頭保管・輸送ユニットと合流し、事前に選定された分散発射地点から発射作

戦を遂行する」と分析されている 11。

北朝鮮は、海軍の核能力強化にも着手し、新型の戦術核潜水艦、複数の垂直発射管

を備えた潜水艦、潜水艦発射型弾道ミサイル（SLBM）、ならびに戦略巡航ミサイル

の開発を進めてきた。2025年 3月には金正恩総書記が艦船や原子力潜水艦の建造を

視察し、「海軍を精鋭かつ核武装した部隊へと発展させることは国防発展戦略の重要

な要素であり、国家主権防衛の意思を集中的に体現している」12と発言した。また、
10月には金正恩総書記が、「空軍が新たな戦略的軍事資産を与えられ、新たな重要な

任務を託されることに留意しつつ、核戦争抑止力の発揮において役割を果たす空軍に

対して、党と国家の期待は非常に大きい」13と述べたが、「戦略的軍事資産」が核兵

器を意味するとすれば、北朝鮮が「核の三本柱（nuclear triad）」の構築に向けて取り

組むことを示唆するものであった。

兵器用核分裂性物質の増産も継続しているとみられる。2025年 8月の IAEA事務

局長報告では、寧辺および降仙におけるウラン濃縮活動について分析が示され、寧辺

ではウラン濃縮施設と推定される建物が新設されており、この施設を利用してウラン

濃縮が拡大される可能性があると評価した 14。さらに、この報告では、北朝鮮が豊渓

里核実験場で追加の核実験を実施しうる状態を維持しているとも指摘した 15。

上述のような核活動により、北朝鮮は核・ミサイル戦力の残存性、即応性、長射程
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化およびミサイル防衛突破能力を高めつつあるが、それらは北朝鮮が打ち出す戦争抑

止（懲罰）および戦争遂行（拒否）という 2つの核戦略 16を裏打ちするものとなる。

核戦力および核態勢の強化に自信を深める北朝鮮は、核保有国としての地位が不可逆

的で、非核化の意思はないとの繰り返しの言明は、核戦力および核態勢の強化に対す

る自信が反映されている。

（2）ロシア・中国との関係強化
第二に、戦略的競争が激化するなかで、ロシア、また程度の差はあれ中国が、北朝

鮮との戦略関係の強化を進めてきたことが挙げられる。なかでも、ロシアは 2022年
2月のウクライナ侵攻後、北朝鮮との協力を急速に進展させ、2024年には軍事協力

や有事の相互支援などを規定した包括的戦略パートナーシップ条約を締結した。対北

朝鮮国連制裁の履行状況を監視すべく日米韓が主導して設立した多国間制裁監視チー

ム（MSMT）は、2025年 5月に発出した初の報告書で、2024年 1月以降の動向と

して、北朝鮮がロシアに弾薬やロケット弾、100基以上の弾道ミサイル、戦闘車両を

供与するとともに、2024年末以降、11000人を超える兵員をロシアに展開し、ロシ

アはその見返りとしてミサイル関連の技術情報や性能フィードバックの提供、防空シ

ステムや電波妨害機器などの供与、北朝鮮兵士（ウクライナ戦争への直接支援を目的

にロシアに派遣された部隊）への訓練の提供、石油精製製品の供給、コルレス銀行関

係の維持を行ったと指摘した 17。この他にも、2025年 1月にはブリンケン（Antony 

Blinken）米国務長官（当時）が、ロシアが北朝鮮に先端的な衛星技術を提供するな

どの宇宙協力を拡大する可能性に言及した 18。2月には韓国国防省が、北朝鮮がロシ

アから ICBM（再突入技術など）や原子力潜水艦などに関する先端技術を受領する可

能性があるとの見方を示した 19。

また、中露は近年、日米韓が主導する北朝鮮政策を批判し、制裁ではなく関与で問

題を解決すべきだと主張し、北朝鮮によるミサイル発射実験を非難して経済制裁を

科す国連安保理決議案に拒否権を行使するなど、北朝鮮の核・ミサイル問題を黙認

あるいは擁護する言動を重ねてきた。2024年 9月には、ロシアのラブロフ（Sergey 

Lavrov）外相が、米国による日本および韓国との拡大抑止の強化を指摘しつつ、「こ

うした状況では、北朝鮮に適用される『非核化』という言葉自体がまったく意味を失っ

ている。我々にとって、これはすでに終わった問題だ」20とも述べた。

中国は北朝鮮および露朝関係の動向に不満を有しているとみられてきたが、同時に

北朝鮮は中国にとって米国との戦略的競争を有利に展開するための戦略的資産ともな
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りつつある 21。2025年 9月に北京で開催された上海協力機構首脳会議には金正恩総

書記も出席したが、軍事パレードでは習近平国家主席の両隣にプーチン大統領ととも

に並ぶなど、中露朝の緊密な関係がアピールされ、「金正恩は主要な世界の指導者と

して扱われただけでなく、2つの大国から追加的な実務的支援を得た」22とも論じら

れた。また、中国が 2025年 12月に公表した「軍縮・不拡散白書」では、北朝鮮問

題について以下のように述べて「非核化」には言及しなかった。

朝鮮半島問題に関して、中国は公平な立場を取り、朝鮮半島の平和、安定、繁栄

を常に追求し、政治的手段を通じて朝鮮半島問題を解決するという正しいアプ

ローチを堅持している。中国は関係各国に対し、侵略的な抑止力と強制力に基づ

くアプローチを放棄し、対話と交渉を再開し、政治的手段を通じて朝鮮半島問題

を解決し、朝鮮半島の永続的な平和と安定を実現する上で建設的な役割を果たす

よう呼びかける 23。

北朝鮮核問題は、これまでも局地的（朝鮮半島）、地域的（北東アジア／インド太

平洋地域）および国際的（大国間関係や核不拡散体制など）な重層的側面を有してき

たが、戦略的競争の激化が北朝鮮核問題に関与するアクター間の関係にも影響を与え

るなかで、従前以上に地域的・国際的な側面での相互作用に留意する必要がある。こ

のなかで、近年懸念されているのが、朝鮮半島有事と台湾有事の連動可能性である。

いずれかの有事で米国が軍事的に介入する状況で、もう 1つの有事が勃発すれば、米

国の戦力は分散され、中朝は戦局を有利に展開しうる。中国や北朝鮮がそうした行動

に出ない場合でも、日米韓は 2つの有事の連動可能性を常に念頭に置かざるをえない。

このことは、中国が戦略的資産としての北朝鮮の核兵器保有を黙認あるいは擁護する

姿勢を強める要因になりうるとも指摘されている 24。

（3）核抑止力の活用可能性
北朝鮮の核兵器能力の増強は、たんなる抑止力にとどまらず、威嚇や強制、また蓋

然性は低いとしても核兵器の攻撃的使用への自信を強めることが懸念されている。米

国の国家情報会議による北朝鮮問題に関する報告（2023年）では、以下のような分

析が示された。

本見積もり期間中、北朝鮮の指導者である金正恩は、国家安全保障上の優先課題
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達成に向けた進展を図るため、様々な強制手段や侵略の脅威を駆使する公算が高

い。核兵器が許容できないほどに強力な米韓の反撃を抑止すると確信し、通常戦

力によるより大きなリスクを冒す意思を示すかもしれない。情報コミュニティは

引き続き、政権の存続が危ぶまれると金正恩が判断し、かつ通常戦力や化学兵器

による戦略目標達成が不可能となった場合を除き、北朝鮮が核兵器を使用する可

能性は低いと評価している。我々は、金正恩が核兵器使用の可能性を含む武力行

使により米韓同盟を分裂させ、朝鮮半島における明確な政治的・軍事的優位を確

立しようとする攻撃的路線を選択する可能性ははるかに低いと判断する。また、

金正恩が核兵器をたんなる抑止力としてのみ使用し、威圧的脅威や攻撃的行動を

控える可能性は極めて低いと判断する 25。

北朝鮮の核威圧が短期的・直接的・限定的な譲歩の獲得にとどまらず、認知戦

（cognitive warfare）の領域に拡大しうるとの分析もある。たとえば、北朝鮮は核兵器

を心理戦・情報戦・サイバー戦と統合し、米韓の意思決定者の認知を歪め、自国に有

利な政策決定を誘導することを狙う可能性があり、軍事的抑止のみならず、長期的な

戦略的優位を追求する道具として機能する可能性が指摘されている 26。そうした北朝

鮮による核兵器の「活用」に関して、制裁に対する経済的ライフラインの確保、国際

的孤立の緩和、あるいは軍事支援の継続的な提供などをはじめとして北朝鮮がロシア

および中国の後ろ盾を得たと確信する場合、北朝鮮は核抑止を超えた攻勢的行動に踏

み切る可能性が高まるとの見方もある 27。

2．軍備管理論の高まり

日米韓は、おおむね「対話と圧力」を基本的な方針として北朝鮮核問題に対応し

てきた。しかしながら、2000年代に開催された六者会合が 2007年 3月の第 6回会

合を最後に中断した後、第 1次トランプ政権下で 3回の米朝首脳会談が開催された

時期を除き、北朝鮮は現在に至るまで核問題解決に向けた（少なくとも公式の）対

話や協議を拒否してきた。この間、日本は、オバマ（Barack Obama）政権の「戦

略的忍耐（strategic patience）」、第 1次トランプ政権の「戦略的説明責任（strategic 

accountability）」、バイデン（Joseph Biden）政権の「調整された現実的アプローチ

（calibrated practical approach）」をベースに、米韓とともに北朝鮮への圧力を行使し
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つつ北朝鮮が対話に転じるのを待つとの姿勢を続けてきたが、奏効しなかった。

こうしたなかで、米国の専門家の間では、少なくとも近い将来において北朝鮮が非

核化に応じる可能性は極めて低いとの現実を直視すべきだとして、北朝鮮との軍備管

理を通じて核リスクの低減、あるいは北朝鮮による質的・量的な核戦力増強の抑制を

目指すべきだとの議論が強まっていった 28。

軍備管理賛成派によれば、北朝鮮の非核化を追求する試みは、北朝鮮核問題に対す

る政策の柔軟性を著しく制約してきた。米国（および日韓）は、「過去 30年間にわた

る北朝鮮の核能力の劇的な進化にもかかわらず、……北朝鮮の核問題をほぼ一貫して

核拡散問題として捉え、その解決策として『核不拡散』の枠組みを適用してきた」29。 

しかしながら、パンダ（Ankit Panda）によれば、そうした対応により、「北朝鮮の核

兵器が次第に高度化・多様化することで生じる最も深刻な脅威─望まぬ核戦争─に対

処すべく、北朝鮮との新たな関与の形を模索する機会を、自ら放棄してしまってい 

る」30。スクワッソーニ（Sharon Squassoni）も、「軍備管理の範疇に属する措置と、

拡散対抗や不拡散とみなされる可能性のある措置との重要な違いは、協力である」と

したうえで、北朝鮮核問題を核不拡散問題として扱えば、北朝鮮が核兵器を保有する

限り北朝鮮を罰しなければならず、また北朝鮮の核兵器保有の動機に対応することを

難しくすると論じる 31。軍備管理賛成派からみれば、日米韓が「北朝鮮の非核化」に

固執したことで、結果として危機管理、緊張緩和、核戦力強化の抑制に向けた外交的

取り組みは進展せず、逆に北朝鮮に体制変革を回避する手段として核戦力の保持・強

化を正当化させるものとなった 32。

こうしたなかで、軍備管理賛成派は、まずは北朝鮮がもたらす核リスクの低減が最

優先課題だと主張する。クォン（Jamie Kwong）とパンダは、米国・同盟国は「核武装 

した北朝鮮と今後何年も、おそらく何十年も共存していくとの現実を認識する」必要

があり、「この現実を踏まえれば、核のリスクを可能な限り低く抑制することが最大

の目的でなければならない」33とも論じた。そのうえで、北朝鮮の非核化をひとまず

棚上げにし、北朝鮮の核兵器保有という現実を受け入れつつ、北朝鮮との抑止関係の

不安定性や緊張を緩和し、予見可能性を促進する手段として、ホットラインなど危機

管理メカニズムの確立、コミュニケーション・チャネルの維持、軍事演習やミサイル 

発射の事前通告、挑発的発言の抑制、透明性措置や信頼醸成措置（CBM）の構築、特

定地域における軍事活動の回避、挑発的なサイバー活動の防止、朝鮮半島や北東アジ 

アの安全保障に関する対話、核関連施設への攻撃禁止などが提案されてきた 34。アイン 

ホーン（Robert Einhorn）は、核リスク低減措置の実施は、緊張の緩和や建設的な関与 
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の習慣につながり、将来的な北朝鮮の非核化への基盤になりうるとも論じている 35。

また、軍備管理賛成派が核リスク低減とともに重視するのが、北朝鮮による核兵器

能力増強の抑制である。現状では、核兵器能力の質的・量的増強が制約なく進みかね

ず、日米韓に対する軍事的脅威、ならびにこれを後ろ盾にした強制外交の効果も高ま

る。軍備管理賛成派は、北朝鮮の非核化が望めないなかで、北朝鮮による濃縮・再処

理施設の凍結、無能力化および解体、核弾頭の製造中止、核爆発実験、兵器用核分裂

性物質生産およびミサイル実験のモラトリアム、さらには核・ミサイル戦力や兵器用

核分裂性物質の制限・削減などといった軍備管理を通じて、北朝鮮による核戦力の一

層の強化を抑制する必要があると主張している 36。

上述のような軍備管理が北朝鮮と合意できれば、北朝鮮の核の脅威を一定程度抑制

することが可能になる。また、北朝鮮との軍備管理は、米国のより広範な地政学的目

標にも合致するとの主張もある。露朝戦略関係に制動を加えるものとなり、また中国

との戦略的競争を重視する米国にとって朝鮮半島における防衛・抑止への負担を低減

し、それらの資源を中国に集中させることが可能になるからである 37。

北朝鮮との軍備管理の推進にあたって、ダルトン（Toby Dalton）らは、北朝鮮と

の間に相互抑止が存在することの認識、ならびに北朝鮮との可能な限り正常な国家間

関係を確立するための並行した投資が必要だと指摘する 38。また、特に対話の初期段

階では、第 1次トランプ政権期の米朝対話プロセスで欠如していた段階的・相互的な

アプローチの採用、ならびに軍備管理の進展に比例した相応の報償の提供を重視すべ

きだとも論じられている 39。その報償の候補には、制裁の緩和や渡航制限の解除、連

絡事務所の開設、関係改善、安全の保証、米韓合同軍事演習の縮小、人道支援の供与、

さらには朝鮮戦争終結宣言から和平合意に至るような政治的措置など、多様なインセ

ンティブが挙げられてきた 40。米国は抑止力を維持しつつも、軍事演習の種類や規模

の縮小をはじめとして、米韓同盟の軍事的メッセージが不必要に緊張を高めないよう

配慮するといった安心供与（reassurance）のための対応を講じるべきであるとも提案

されている 41。

他方で、軍備管理賛成派は、短期的には核リスク低減および核兵器活動の凍結・制

限を講じつつ、長期的には核兵器非核化を目指すことが可能だとも論じている 42。も

とより、「軍備管理協定が履行できないのであれば、非核化協定の履行も期待しがたく、

そうだとすれば小さな措置から開始するほうが実行可能で検証可能な合意を得られる

可能性が高い」43。その意味では、軍備管理措置は、北朝鮮非核化の実現に向けたス

テップとも位置づけられよう。たとえば戦略国際問題研究所（CSIS）主催のプロジェ
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クトでは、北朝鮮の完全かつ検証可能な非核化に向けたロードマップを策定し、その

過程での段階的な暫定的措置として、上述のような軍備管理措置が提案された。また、

核関連施設の検証・監視を伴う閉鎖・無能力化・解体、核弾頭・兵器用核分裂性物質

の申告、未申告施設・活動の有無に焦点を当てた検証措置をロードマップに組み込む

ことは、北朝鮮の完全な非核化という最終目標を維持しつつ、当面のリスク低減と信

頼醸成を同時に追求する現実的な選択肢になるとした 44。

3．軍備管理論への批判

北朝鮮との非核化を棚上げにした軍備管理の追求という政策変更について、日本や

韓国はこれまで、反対の姿勢を維持してきた。また、軍備管理推進論に対しては、以

下のような批判も論じられてきた 45。

第一に、北朝鮮の核兵器取得はもとより核兵器不拡散条約（NPT）違反であり、そ

の北朝鮮の核兵器保有を容認したり、北朝鮮を「事実上の核保有国」とみなす含意を

持つような軍備管理を実施したりすべきではなく、核不拡散義務違反の是正として北

朝鮮の非核化を堅持すべきだとの原則論である。北朝鮮を核保有国として扱うことは、
NPT、および北朝鮮の非核化を定めた国連安保理決議に反し、国際社会が北朝鮮に制

裁を課す法的権限を損なうことにもなる 46。また、軍備管理への政策転換は、核兵器

取得を企図する他の国々に、NPTに違反して核兵器を取得しても最終的には容認さ

れるとのメッセージを送ることになりうる 47。さらに、ロシアや中国が北朝鮮問題に

関して核不拡散体制の原則・規範に反した言動を繰り返すなかで、日米韓も軍備管理

アプローチに転じれば、核不拡散体制の信頼性が著しく低下しかねない。

第二に、北朝鮮への関与をめぐっては、その非核化に関する明確なコミットメント

を条件とすべきか、あるいはこれがなくとも核リスク低減や核兵器能力への制限を優

先すべきかという問題がある。北朝鮮の非核化が一足飛びに実現する可能性は低く、

まずは現状で可能な合意を目指すことは現実的なアプローチではある。しかしながら、

非核化を棚上げにした合意は、北朝鮮の核兵器保有という既成事実の追認と解釈され

るリスクもある。

第三に、軍備管理の進展には日米韓から北朝鮮への報償・譲歩が不可避だが、それ

らと同等の義務やコミットメントを北朝鮮に課すことができるかが課題となる。特に、

北朝鮮が核戦力に一定の自信を持ち、自らに有利な戦略環境にあると考える場合、北
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朝鮮はより多くの報償や譲歩を要求するであろう。また、日米韓の報償や譲歩は、北

朝鮮に日米韓の宥和や「弱さ」、ならびにさらなる対価を得る機会の窓だと認識させ、

一層の挑発的言動を招く可能性もある。北朝鮮が日米韓による報償や譲歩を不十分だ

とみなす場合、北朝鮮は合意した措置の履行停止、核・ミサイル能力の一層の強化、

日米韓に対する核の挑発といった圧力を強めることもできよう。

第四に、北朝鮮が過去にも繰り返してきたように、合意への秘密裏の違反を継続す

る可能性、あるいは報償を得た後に合意を破棄する可能性にも留意する必要がある。

特に、核関連施設の無能力化や解体といった非核化に直結する具体的ステップの実施

を北朝鮮が回避あるいは拒否してきた経緯を踏まえれば、軍備管理アプローチが北朝

鮮核問題の解決に向けた実質的な進展につながる保証はない。過去に失敗に終わった

北朝鮮との合意と同様に、すでに約束した措置を北朝鮮に履行させるために、米国が

新たな譲歩を迫られる構図に陥るおそれがあるとも指摘されている 48。

第五に、同盟管理の問題である。軍備管理アプローチの下で、米国が北朝鮮の核兵

器保有を一時的とはいえ認め、北朝鮮がこれを米朝相互抑止の相互認識を含意するも

のだと受け止める場合、日韓は安定・不安定逆説の観点から戦域レベルでの不安定性

が高まるとして、米国の拡大抑止の信頼性に不安を抱かざるをえない。また、北朝鮮

に対する脅威認識は日米韓の間で必ずしも一致していないからこそ、優先的に軍備管

理の対象とすべき兵器システムや核活動に関して綿密な調整が不可欠である。米国が

自国を射程に収める北朝鮮の長距離ミサイルに焦点を当てる一方で、短・中距離ミサ

イルの問題を放置すれば、日韓には上述のような不安が一層高まる。日韓には、米国

が「合意過程から日韓を外しつつ日韓に負担を負わせる」49可能性への懸念もある。

また、北朝鮮は、「我々が『朝鮮半島の非核化』に言及する時、それは南北だけで

はなく、半島を標的にするすべての近隣地域から核の脅威のすべての源を除去するこ

とを意味している。……朝鮮半島の非核化は、北朝鮮の核抑止力を廃絶する前に『北

朝鮮に対する米国の核の脅威を完全に廃絶すること』を定義すべきである」50と主張

してきた。米国が米韓合同軍事演習の中止や在韓米軍の削減・撤退などを北朝鮮との

合意に含めれば、米国と日本・韓国のデカップリングは急速に進みうる 51。それは、

韓国による核兵器取得の動機を一層強めたり、あるいは米国の同盟政策や核不拡散政

策への信頼性を低下させたりするものともなる 52。それは、とりわけ韓国における核

武装論のさらなる高まりをもたらしかねない 53。
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4．日本が留意すべき動向

北朝鮮の非核化が実現する当面の可能性は低い一方で、日米韓による軍備管理アプ

ローチへの政策変更も北朝鮮による核兵器保有の永続化や核不拡散体制の弱体化など

といった深刻なコストをもたらしかねない。上述のような状況と議論を踏まえ、日本

の当面の対応における留意点を考えてみたい。

第一に、北朝鮮の核兵器保有および核戦略の目的・意図を見極める難しさである。

その目的が国家・体制の存続といった防御的なものである場合、北朝鮮への関与や安

心供与を重視した軍備管理は、安全保障ジレンマを緩和し、北朝鮮核問題、ならびに

日米韓と北朝鮮の抑止関係の不安定化を抑制するものになると期待される。逆に、北

朝鮮が力による現状変更など攻撃的目的を企図しているとすれば、そうしたアプロー

チは逆に北朝鮮にさらなる攻勢の機会と認識させかねない。問題は、北朝鮮の実際の

目的や意図を正確に把握するのは難しいこと、ならびに北朝鮮の目的や意図は核兵器

能力の発展過程、あるいは戦略環境の変化や指導者の優先課題によって変動しうるこ

とである。

このため、日本（や米韓）は抑止と関与のいずれにもヘッジを残した北朝鮮政策を

策定せざるをえない。しかしながら、北朝鮮はそうした政策の裏に北朝鮮の終焉や政

権転覆といった目的があると捉え、結果として日米韓にとって望ましくない対応を誘

発するリスクがある。非核化の実現まで一定の圧力が維持され、北朝鮮がこれを「敵

視政策の継続」と捉えれば、北朝鮮の非核化プロセスへの消極的な姿勢は続く。北朝

鮮の非核化の外交的な実現には日米韓と北朝鮮の関係改善が不可欠だが、その過程で

北朝鮮に対する軍事的・政治的・経済的な圧力が緩和されれば、北朝鮮が非核化を受

諾する誘因も低下しうる。

第二に、米韓新政権の北朝鮮政策における変化（の可能性）である。上述のように、

日米韓は米韓新政権発足後も（少なくとも本稿執筆時点では）北朝鮮の非核化を目指

すとの基本的方針を公式に表明してきた。他方で、トランプ大統領が北朝鮮を繰り返

し「核保有国」と称したことは、「30年にわたる米国の『北朝鮮の核保有を否定する』

という政策を事実上変更する」54ものでもあった。また、コルビー（Elbridge Colby）

国務次官は就任前のインタビューで、北朝鮮の非核化は「実現不可能なほど非現実的」

だと指摘し、「特に北朝鮮の ICBM射程制限に焦点を当てた軍備管理」のような「達

成可能な」目標を提案した 55。中国との戦略的競争という米国の最優先課題に集中し

たいという観点 56だけでなく、金正恩総書記との個人的な親交、ディール・メーカー
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としての自負、あるいは大統領としてのレガシーの追求といった要因 57からも、米

朝首脳会談の再開への関心を隠さないトランプ大統領が、北朝鮮の完全な非核化とい

う原則に反したディールを結ぶ可能性は皆無ではない 58。

また、韓国の李在明（Lee Jae-myung）大統領は 2025年 9月に公開されたインタ

ビューで、北朝鮮に対して「制裁の一部緩和または解除に向けた交渉」と、三段階の

プロセス̶兵器の停止（arms suspension）、削減（reduction）および最終的な非核化

（denuclearization）̶を提唱し、「トランプ大統領もこの方針に賛同するだろう」と

述べた 59。李大統領は、「短期目標として北朝鮮の核・ミサイルプログラムを中止さ

せなければなら」ず、「北朝鮮が核開発を中止する措置を取れば、部分的に報酬を与

えることができる。その後に軍縮（disarmament）、さらに完全な非核化（complete 

denuclearization）を目指すことができる」とし「（核容認と非核化の間に）中間地点

（middle ground）が存在すると考える」とも発言した 60。別のインタビューでは、米

朝が北朝鮮の核兵器の製造凍結で合意した場合には韓国はこれを受け入れる方針だと

明言し、「非核化という長期目標を我々が諦めない限り、北朝鮮に核・ミサイル開発

を停止させることには明確な利点がある」としたうえで、「問題なのは、我々が（北

朝鮮の非核化という）最終目標に向けた実りのない試みを続けるのか、それともより

現実的な目標を設定し、その一部を達成するのかということだ」（括弧内引用者）と

論じた 61。李大統領は国連総会の一般討論演説（2025年 9月）で、「北朝鮮の現体制

を尊重し、いかなる形の吸収統一も追求せず、敵対行為を行う意図もないことを明確

に再確認する」とし、「非核化は重大な課題であることは間違いないが、短期間で達

成できるものではないという冷静な認識に基づき、現実的かつ合理的な解決策を模索

すべき時だ。国際社会は、核・ミサイル能力の高度化の『停止』から『削減』プロセ

スを経て『解体』に至る現実的かつ段階的な解決策に向けて英知を結集する必要があ

る」62とも発言した。

第三に、米国が軍備管理の追求に方針を転換する場合、その合意内容が日本の国益

と整合する保証はない。たとえば、チャ（Victor Cha）は、北朝鮮との合意締結を目

指すにあたって、トランプ政権は「アメリカ第一主義」の観点から米国に対する脅威

の低減を重視した交渉を展開し、「地域同盟国にとって重要だが困難な従来の非核化

目標、すなわち日韓を脅かすが米国には脅威とならない数百発の短距離ミサイルや数

千門の砲兵兵器の廃棄交渉を放棄する可能性が高い」63と指摘した。

もとより、首脳会談自体は批判されるべきではない。しかしながら、北朝鮮から日

米韓にとって望ましいコミットメントを引き出せる可能性は、北朝鮮核問題を取り巻
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く状況を考えれば、第 1次トランプ政権期よりも低いと考えられる。第 2回米朝首

脳会談（2019年 2月）は、「非核化先行」（米国）か制裁解除を伴う「行動対行動」（北

朝鮮）かの相違を埋められずに決裂したが、核・ミサイル開発や露朝関係の進展によっ

て自信を増した北朝鮮は、米国に対してより大きな譲歩─大幅な制裁解除、核兵器保

有の容認、在韓米軍の撤退、さらには米韓同盟の終了など─を求めることが予想され

る。また、トランプ大統領が合意「内容」よりも合意「達成」を優先し、米国や大統

領個人の利益を重視して、日韓との十分な協議や政策調整もないままに大幅な譲歩を

受け入れつつ合意を結ぶ可能性も皆無ではない。トランプ政権が同盟関係を軽視する

言動を示せば、拡大抑止の強化・深化が進んできた日米／米韓の同盟関係、ならびに

制度化されつつある日米韓安全保障協力は大きく揺らぐ。

逆に合意が成立しなければ、北朝鮮が韓国、あるいは日米に対する挑発行為をエス

カレートさせるかもしれない。日米韓がこれに対応する過程で相互に意図せざるエス

カレーションが生じれば、通常戦力バランスで劣勢な北朝鮮には有事における核兵器

の早期使用の誘因が高いこととも相まって、意図的あるいは偶発的な核兵器の使用へ

と至る可能性は高まる 64。

おわりに─今後の対応

北朝鮮の核戦力強化、露朝関係の深化、米中戦略競争の激化をはじめとする厳しい

状況のなかで、日本は北朝鮮の非核化を追求すると同時に、北朝鮮の核の脅威に対応

することが求められている。一足飛びの北朝鮮の非核化が難しいとすれば、その目標

に向けて段階的に措置を講じていく他なく、核リスク低減措置、および北朝鮮による

核戦力増強の抑制・防止から着手することが現実的でもある。他方で、特に米国の北

朝鮮政策の動向によっては、日本にネガティブな影響が及びかねない。変容しつつあ

る状況も踏まえ、最後に日本が講じうる対応を考えることとしたい。

第一に、北朝鮮がすでに一定の運用可能な核戦力を保有し、米朝関係などに大きな

変化が生じない限りは非核化に向けた進展が望み難いという現実を踏まえれば、日本

独自の、および日米同盟による抑止力・対処力の強化が引き続き重要である。なかで

も、拡大抑止の信頼性を維持・強化すべく、ミサイル防衛や反撃能力（対兵力打撃能

力）をはじめとする通常戦力、ならびにサイバー・宇宙能力を用いた拒否的抑止能力

の拡充は急務である。また、日米韓安全保障協力の制度化や有事を見据えた具体的な
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協力分野の拡大・深化 65、ならびに日米韓に豪州やフィリピンなどを加えた多国間の

安全保障協力の発展も、朝鮮半島を含めたインド太平洋地域における平和と安定に重

要である。こうした取り組みが、中国との戦略的競争をインド太平洋地域における最

優先課題と位置づける米国にとっても有益なものであるとの共通の認識を、トランプ

大統領・政権の各層との緊密な協議を通じて確認することも必要である。

第二に、非核化問題に関しては、核不拡散義務・規範といった原則論と、北朝鮮の

核兵器保有という現実の双方を踏まえて対応を模索せざるを得ない。NPTに違反し

て核兵器を取得した北朝鮮による核兵器保有の永続化は容認できない。他方で、北朝

鮮の核兵器保有から核リスクが生じていること、北朝鮮が核戦力を一層強化する可能

性があることを考えると、非核化の目標を維持しつつ、現在の脅威やリスクに対応す

るための措置を講じることは合理的な選択である。

妙案はないが、北朝鮮による核兵器保有という現実を認識するものの、それは容認

でも黙認でもないことを明確にしたうえで、北朝鮮の非核化に至る段階的措置として、

核リスクの低減、核・ミサイル活動の凍結（新規生産や核実験のモラトリアムを含む）、

ならびに核戦力の段階的な削減などを現実的措置だと位置づけ、また制裁の緩和など

北朝鮮への報償に対しては、北朝鮮が自らの非核化にかかるコミットメントを再確認

すること、ならびに合意した措置に対する透明性措置や検証・監視措置を北朝鮮が受

諾することを最低限の条件にすべきであろう。「適切な検証措置と相互の信頼醸成が

なければ、完全な非核化にはほど遠い軍備管理協定は、朝鮮半島をかえって危険で不

安定な場所にしかねない」66。段階的実施にあたっては、北朝鮮の核戦力および核関

連活動にかかる可能な限り不可逆性を担保した措置を講じること 67、北朝鮮による違

反への効果的な対抗措置を用意しておくことも必要である。また、制裁解除について

は、北朝鮮が受諾・実施する軍備管理措置の程度に応じて、限定的かつ可逆的な形で

実施することが考えられる。

この間、非核化に至る段階的措置の実施であったとしても、その内容によっては日

米韓で亀裂が生じかねないことを考えれば、ここでも日米韓の緊密な協議や連携は不

可欠である。日本にとっては、北朝鮮の対米本土核攻撃能力戦力のみに焦点を当てた

措置、ならびに北朝鮮の短・中距離核戦力保有の黙認は受け入れ難い。同時に日米韓

は、北朝鮮核問題、ならびに中国を念頭に置いたインド太平洋地域における戦略環境

を踏まえた抑止力保持の観点から、これを損ないかねない軍備管理措置や同盟関係に

関する措置には慎重に対応する必要がある。

（2026年 1月 11日脱稿）
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